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  （イ）取得資産が貨幣資産で犠牲資産が非貨幣性資産の場合 
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 情報の非対称性が存在することによる社会的損害、およびそれが解消されることによる社会的便益に関して
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 同様の指摘は、たとえば、米国会計学会（American Accounting Association：以下、AAA）の外部財務報告書











第5節  本論文の構成 
 





















（a） 歴史的原価（historical cost） 
（b） 現在原価（current cost） 
（c） 再生産原価（reproduction cost） 
（d） 再調達原価（replacement cost） 
（e） 正味実現可能価値（net realizable value） 
（f） 使用価値（value in use） 
（g） 公正価値（fair value） 
























（1） Paton and Littleton（1940） 




















（2） SFAC 5 
 FASB が 1984年に公表した財務会計概念書第 5号『営利企業の財務諸表における認識と





（3） IASB フレームワーク 




























イングランド・ウェールズ勅許会計士協会（Institute of Chartered Accountants in England 


















企業会計基準委員会（Accounting Standards Board of Japan: ASBJ）が 2006年に公表した
討議資料『財務会計の概念フレームワーク』（以下、ASBJ（2006））では、資産の取得原価
がつぎのように定義されている。 













資産の利用に伴う費用を測定するうえで重要な意味を持つ」（4 章 10項）とされる。 
 


























図 2-1 歴史的原価概念の多義性 
 
 
たとえば、資産 A（原価累積額 10、現在市場価格 30）を対価に資産 B（現在市場価格
































3.  その他の論点  原価即事実説 対 原価即価値説 
 




イトンは「原価即価値説（cost-gives-value assumption）12」を支持していた13。（新井 1978, 
344-345） 
 リトルトンによれば、「記録は、価値を表現することではなく、原価、支出額、未決項
目（an item in suspense）とよばれるものを説明することを目的としている」のであり、「会
計記録における原価価格（cost price）の使用は･･･その数値が価値であるとみなすこととは
異なる（not analogous）」という（Littleton 1929, 151）。他方、ペイトンによれば、「原価は、
取得日時点の公正価値の近似値（approximate）であることを主たる理由として、有意義で











記録の目的に関して原価は実際の価値を表す（cost gives actual value for purposes of initial statement）という仮定











第2節  現在原価 
 












（1） Paton and Paton（1952） 
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 たとえば、企業会計基準第 9 号『棚卸資産の評価に関する会計基準』では、棚卸資産の再調達原価が取得原
価を下回った場合であり、かつ、正味売却価額が再調達原価に歩調を合わせて動くと想定される場合には、継
続して適用することを条件として、再調達原価を用いることができるとしている（10項）。 
 また、公会計の領域では、国際公会計基準第 21 号『非資金生成資産の減損』（IPSAS 21）において、減損損










 このように、Paton and Paton（1952）は、再調達原価は「既存の生産能力を提供する原
価」であって同種の資産への取替という仮定は無意味であるとしている。 
 
（2） Edwards and Bell（1961） 















 このように、Edwards and Bell（1961）では、「同一の
．．．
資産を現在取得するための原価」
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 Edwards and Bell（1961）では、他の文献とはまったく異なる定義を current cost に与えている。ここでは、
混乱をさけるため、あえて訳語は統一せずに、他の文献で用いられている current cost は「現在原価」とし、




（3） SFAS 33 
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 SFAS 33 は、1986 年に FASB が公表した財務会計基準書第 89 号『財務報告および物価変動』（SFAS 89）に
よって、代替されている。（SFAS 89, paragraph 2.a.） 
 19














（4） SFAC 5 
SFAC 5 では、資産の現在原価（current cost）がつぎのように定義されている。 
「ある種の棚卸資産は、それらの現在（再調達（replacement））原価で報告される。現
在（再調達）原価とは、もしも同一または同等の資産を現時点で取得したならば支払
わなければならないであろう現金または現金同等物の金額をいう。」（paragraph 67. b） 
 
（5） IASB フレームワーク 
 IASBフレームワークでは、現在原価（current cost）がつぎのように定義されている。 
「資産は、同一または同等の資産を現時点で取得した場合に支払わなければならない
であろう現金または現金同等物の金額で計上される。」（paragraph 101） 






















で成立している価格」（4 章 15項）をいう。 
また、再調達原価は、「保有する資産を測定時点で改めて調達するのに必要な資金の
額を表す」とされる（4 章 16項）。 
 












表 2-2 既存の文献における用語とその意味 
文献 用語 同一／同等 
Paton and Paton（1952） 再調達原価 同等 

























第3節  公正価値 
 
公正価値の近接諸概念として、旧来から、市場価値（market value）、公正な市場価値（fair 
















（1） SFAC 5 




よって入手されうる現金または現金同等物の金額をいう。」（paragraph 67. c） 
 
（2） FRS 7 






（3） SFAC 7 
 FASB が 2000年に公表した財務会計概念書第 7号『会計測定におけるキャッシュフロー
情報および現在価値の活用』（以下、SFAC 7）では、公正価値がつぎのように定義されて
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（5） SFAS 157 




















取引コストは考慮していない）。」（4 章 12項） 
購買市場と売却市場とが区別される場合：前述の再調達原価と、後述の正味実現可能価
額に分けられるとしている（4 章 15-18項）。 
 
（7） IASB（2009b） 





 この定義は、SFAS 157 における公正価値の定義と同一のものである。 
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 たとえば、国際会計基準第 2 号『棚卸資産』（IAS 2）paragraph 9、会計研究公報第 43 号『会計研究公報の更
新および改訂』（ARB 43）Chapter 4 Statement 6 などにおいて用いられている。 
19








（1） SFAC 5 
 SFAC 5 では、正味実現可能価値（net realizable value）がつぎのように定義されている。 
「短期の売上債権および棚卸資産は、それらの正味実現可能価値で報告される。正味
実現可能価値とは、資産が正常な営業過程（due course of business）において換金され
ると期待される時間の経過に伴う割引前の現金または現金同等物の金額をいい、もし
も当該換金を行うために必要な直接費があれば、これを控除したものである。」
（paragraph 67. d） 
 


































（4 章 17項）をいう。 
また、正味実現可能価額は、「保有する資産を測定時点で売却処分することによって
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（3） IAS 36 









36, paragraph BCZ10, footnote; IFRS 5, paragraph BC83）21。 
 
3. 正味実現可能価値および正味売却価格の定義と分類に関する論点 























                                                     
21当該変更の主たる理由は、（ⅰ）米国財務会計基準書第 144 号『長期性資産の減損または処分に関する会計処
理』（SFAS 144）において売却費用控除後の公正価値という測定基準が採用されているため、用語を統一する
ことで SFAS 144 とのコンバージェンスに資すること、および（ⅱ）多くの IFRS において「公正価値」という































IAS 36 では、両者の差異に関して、別の視点からの記述がみられる。IAS 36 では、回収可
能価額の算定に正味実現可能価値を用いずに正味売却価格（売却費用控除後の公正価値）
 31
を用いることとした理由を以下の 3 つであるとしている（paragraph BCZ38）。 























（1） SFAC 7 




 さらに、企業固有の測定は、以下の 5 つの要素すべてを把握すれば可能であるという。
 32



































定値をいう。」（4 章 20項） 
さらに、ASBJ（2006）では、「利用価値は、報告主体の主観的な期待価値」であるとさ
れる（4 章 21項）。 
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 会計処理単位に関する諸論点については、第 5章における検討を参照されたい。 
 34
第6節  剥奪価値 
 
 剥奪価値（deprival value）は、企業にとっての価値（value to the business/firm）とも呼ば
れ、1960 ないし 1970 年代のインフレーション下において、現在原価会計に基づいた測定
基礎として提唱されていたものである。この測定基礎を用いる目的は、一般に、資産の所






 剥奪価値は、通常、再調達原価（replacement cost）と回収可能価額（recoverable amount）
のうちいずれか低いほうとして定義され、回収可能価額は、使用価値（value in use）と正
味実現可能価値（net realizable value）のうちいずれか高いほうとして定義される。このこ
とを図で示すと、つぎの図 2-3 のようになる。 
図 2-3 企業にとっての価値の概念構造 




再調達原価       回収可能価額 
 
いずれか高いほう 
使用価値       正味実現可能価値 
 


















 英国において、政府によって設置されたインフレーション会計委員会が 1975 年に公表
した報告書である『インフレーション会計』（Sandilands 1975）では、企業にとっての価値
（value to the business）がつぎのように定義されている。 
  「企業にとっての資産の価値は、減価償却後現在再調達原価（written down current 











（3） SFAS 33 






















 このように、SFAS 33 は、企業にとっての価値の意義が「企業の状況に依存した資産の
測定」にあるとみている。 
 
（4） SSAP 16 
 英国会計基準委員会（Accounting Standards Committee：以下、ASC）が 1980年に公表し
た英国会計実務基準書第 16号（SSAP 16）『現在原価会計』23では、企業にとっての価値（value 
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 英国 ASB が 1999年に公表した『財務報告原則書』（ASB 1999）では、企業にとっての
価値（value to the business）がつぎのように示されている。 
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 かかる固有の特徴に関しては、第 4章「参照対象」において検討している。 
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ここで、財務情報の分類に関して、ペイトンとディクソンの 1958年の著書 “Essentials of 










ストを減少させることによって有益なものでありうる（Barth and Schipper 2008, 178）」た
め、情報の伝達コストを改善させるのみならず、企業価値を高める効果もあるだろう27。 
ここで、測定基礎の分類に着手する前に、まずは、FASB と IASB が共同で行っている
概念フレームワークの改訂作業（以下、FASB/IASB概念フレームワークプロジェクト）の
測定フェーズ28において提案されている測定基礎の分類について概観したい。というのも、
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 各国概念フレームワークには透明性の定義がないため、ここでは Barth and Schipper（2008）でいう透明性の








 FASB および IASB は、プロジェクトを 8 つのフェーズに分けており、測定基礎に関しては、「フェーズ C：




















という 3 つの基本的特性から分類された 9種類の測定基礎が挙げられており、現在広く用
いられている用語との対応関係も示されている。かかる測定基礎を示すと、以下のとおり
である。 
（1）過去入口価格（past entry price） 
（2）過去出口価格（past exit price） 
（3）修正過去金額（modified past amount） 
（4）現在入口価格（current entry price） 
（5）現在出口価格（current exit price） 
（6）現在均衡価格（current equilibrium price） 










（7）使用価値（value in use） 
（8）将来入口価格（future entry price） 
（9）将来出口価格（future exit price） 
 また、9 種類の測定基礎は、その基本的特性の違いから、つぎの表 3-1 のように分類で
きる。 













価値 ―― （7）使用価値 ―― 








































































































equivalent）、現在出口価値（current exit value）、現在市場価値（current market value）、およ
び（正味）実現可能価値（(net) realizable value ）であるとされている。 
 
（6） 現在均衡価格 











価値（discounted value of future cash flows）、投資価値（investment value）、現在価値（present 
















（future entry value）であるとされている。 
 
（9） 将来出口価格 
























estimated, and forecast prices）」ならびに「非価格金額（non-price amount）」の 2 つのグルー
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関係を示すと、表 3-2 のとおりである。 
 
表 3-2 実際価格、擬制価格、および予測価格 


























定された IFRS または GAAP のもとでの
出口価格の代替である 
現在入口価格 


















SFAS 5 における偶発損失の認識の基礎 将来出口価格 
（FASB/IASB 2009a, paragraph 6 に基づき、一部加工して筆者作成） 
 
② 非価格金額 
このグループは、「使用価値」、「一定の現在価値の算定数値（prescribed present value 
computation）」、および「公正価値類似額（fair-value-based amounts）」を含む。それらの非
価格金額について詳細を示すと、つぎの表 3-3 のとおりである。 
 
 50
表 3-3 非価格金額 




















書第 5 号および第 15 号の修正』（SFAS 
114）のもとでの、不良債権の処理に関


















たスタッフペーパ （ーFASB 2009b/IASB 2009c）では、除外が提案されていたすべての候補
が測定値の候補のなかに含められている（ただし、予測将来価格は「割引前将来キャッシ
ュフロー」に名称が変更されている）。そのうえで、以下の 5 つの測定値への分類が提案
されている（FASB 2009b/IASB 2009c, paragraph ME22）。 
a. 現在価格（current prices） 
b. 過去価格（past prices） 
c. 現在価値（present value calculations） 
d. 修正過去価格（adjusted past prices） 
e. 割引前将来キャッシュフロー（undiscounted future cash flow） 
 さらに、FASB（2009b）/IASB（2009c）では、新たに、「現在の測定値か否か（current measures 
or non-current measures）」による分類が提案されている。かかる分類規準をくわえて測定値
を分類したのが、以下の表 3-4 である。 
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表 3-4 混合測定値報告システムにおいて考えられる測定値 















present value computations） 割引前将来キャッシュフロー 
（FASB（2009b）/IASB（2009c）paragraph ME23, Table 1 に基づき筆者作成） 
 
 
第2節  資産の測定基礎の分類に関する検討 
 































































































































に区分するとすれば、「将来価格（future prices）」、「修正将来価格（adjusted future prices）」、























































































































































































       
       
   実際 ： 過去入口価格（実際） 歴史的原価 
  入口     
 価格  擬制 ： 過去入口価格（擬制） ―― 
       
過去  出口 擬制 ： 過去出口価格（擬制） ―― 
       
 非価格金額   ： 修正過去価格 歴史的原価、償却原価 
       
       
   実際 ： 現在入口価格（実際） 時価、現在原価、 
      再調達原価、再生産原価 
  入口     
   擬制 ： 現在入口価格（擬制） 時価、現在原価、 
 価格     再調達原価、再生産原価 
       
現在  出口 擬制 ： 現在出口価格（擬制） 時価、公正価値、正味売却価格 
       
 非価格金額   ： 使用価値 使用価値 
     公正価値類似額 公正価値 




       
       
  入口 擬制 ： ―― 将来価格 
 価格      
将来  出口 擬制 ： ―― 将来価格、正味実現可能価値 
       
 非価格金額   ： 割引前将来キャッシュフロー 割引前将来キャッシュフロー 
     ―― 正味実現可能価値* 




 図 3-6 から、資産の測定基礎は、つぎの表 3-7 のように特定される。なお、表中の現在




表 3-7 資産の測定基礎とその定義 
測定基礎 定義 現在用いられている 
類義語* 












































第3節  小括 
 
 本章では、1節において FASB/IASB概念フレームワークプロジェクトの測定フェーズの
































いう要素の決定も必要なのである。このことを表で示すと、つぎの表 4-1 のようになる。 
 












とえば、資産 A の購入取引を想定しよう。諸測定基礎によって測定された資産 A の金額
は、つぎのとおりであったとし、対価は現金 95 であったとする。 







このとき、資産 A の入帳価額は、80、90、100、60、または 95 のいずれかとなる。 
 つぎに、資産 A（取得資産）と資産 B（犠牲資産）の交換取引を想定しよう。諸測定基
礎によって測定された資産Aと資産Bの金額は、それぞれ、つぎのとおりであったとする。 
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第3節  同等の用役能力を有する資産の参照 
 






















































































































































第1節  会計処理単位の決定をめぐる 2 つの視点  資産負債
観と収益費用観 
 
 会計処理単位（unit of account）とは、測定される資産または負債が単独の資産もしくは
負債であるか、または資産および負債（または、資産もしくは負債）のグループであるか



























































 他の各国概念フレームワークにおいても、同様の定義がなされている（IASBフレームワーク paragraphs 
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 他の各国概念フレームワークにおいても、同様の定義がなされている（IASBフレームワーク paragraphs 
























































































































































































図 5-1 資産の当初測定額の決定構造 
 
 
 測定基礎の決定  
 
 
 参照対象の決定  
 
 
 会計処理単位の決定  
 
取引コストの 







































×  ・将来の経済的便益   × 
    の犠牲であるか 
   ・収益の認識規準 
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の具体的内容として上記の第 2 の機能が想定されている場合」であるとしている。 
60
 たとえば、Paton and Littleton（1940）では、原価に関する会計の第 3 の段階として、費用と収益との対応
（matching cost and revenue）が、つぎのように説明されている。 
 「･･･原価に関する会計には 3 つの段階が存する。第 1 に原価を発生に応じ、正当な分類にもとづいて、確
かめ記録する段階、第 2 に原価を営業活動によって跡づけ再分類する段階、第 3 に、原価を収益に配分する
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 SFAC 6 では、発生主義に関連する概念として、費用収益の対応が、つぎのように述べら
れている。 
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額の決定因に与える影響は、つぎの表 5-2 のようにまとめられよう。 
 
表 5-2 基礎概念が資産の当初測定額の決定因に与える影響*1 
決定因 
基礎概念 
測定基礎 参照対象 会計処理単位 取引コスト 
原初取引価額主義 ○ ○ ○  △*3 
測定対価主義   △*2 ○  △*2    △*2, *3 
費用配分の原則 
および発生主義の原則 
× × ○ ○ 
実現主義 × × ○ × 








































































・ 現在原価は 2 つの異なる測定基礎を内包している点  
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